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第１章 調査の概要 
 

１－１ 調査の背景 

インドネシア共和国（以下、「イ」国と記す）は1990年代末の通貨危機を乗り越え、近年は

安定的な経済成長を達成しているが、依然海外からの直接投資が伸び悩み、本格的な経済成長

の回復には至っていない。よって、今後は投資環境の整備を通じた海外直接投資の流入が強く

望まれており、特に電力などの経済インフラの整備が急務となっている。 

我が国は「民間投資主導の成長のための環境整備」に資する「経済インフラストラクチャー

整備支援プログラム」の下、電力セクターの政策支援、最適電源開発マスタープランや電力設

備形成に対する支援を行ってきた。今後はこれら支援に加え、電力設備を有効に活用していく

ための電力セクターの技術者育成の制度構築も併せて支援する予定である。 

「イ」国の電力に関する法令1985年15号では、「イ」国政府が信頼性・安全性を有する環境

の下、電力の安定供給と利用をめざし、効率的な電力事業を整備することが規定されたため、

「イ」国政府は今日まで電力に関する各種技術基準や安全基準の制定に取り組んできた。 

その結果、国による資格の認定が必要な分野として、2,052職種以上が特定され、16,450以上
の資格が複数の認定機関によって付与されるにいたっている。 

また、近年のグローバライゼーションおよび電力事業の自由化の進展に伴って、海外からの

独立電力供給者（Independent Power Producer：IPP）などの増加により、電気設備の高度化、
多様化が進み、それらを運転、保守・管理する人材の高度化も求められている。 

2005年に制定された電力供給と使用に関する政令2005年３号では、電力セクターで活動する

技術者は国際水準に見合う技能認定の資格を保持しなければならないと規定され、これらの人

材の技能を定めた基準策定が急務となっている。 

このような背景により、既存の技能職種、資格を整理統合し、複数の機関による認定体制の

効率化を図りながら、国際水準に見合う電力分野の技能認定基準の策定およびその実施体制構

築に係る協力を我が国に要請した。 

 

１－２ 調査の目的 

今回の調査は、本要請内容および「イ」国の電力技能認定についての現況の確認を行い、電

力分野の電力技能基準の策定およびその実施体制構築に係る協力の枠組みを「イ」国側関係機

関と協議を行い、その内容について基本的合意を得ることを目的とする。 
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１－３ 調査団員 

名 前 分 野 所 属 派遣期間 

吉田 榮 総 括 
JICA産業開発部 
技術審議役 

2008年8月3日～10日 

実川 幸司 調査企画 
JICA産業開発部 
電力エネルギー課 

8月3日～10日 

森  憲広 電力基準政策 海外電力調査会 8月3日～10日 

山田 健二 電力技能基準 東洋開発コンサルタンツ 
7月13日～23日 
8月3日～10日 

松村 昇 技能資格認定 八千代エンジニアリング 
7月13日～23日 
※第一次現地調査のみ参加 

 

１－４ 調査日程 

＜第一次現地調査＞ 

NO. Date Activities（AM） Activities（PM） Stay 

１ 7/13
（Sun） 

成田発→ ジャカルタ着 ジャカルタ 

２ 7/14
（Mon） 

JICAインドネシア事務所
協議 

エネルギー・鉱物資源省
（MEMR）協議 

ジャカルタ 

３ 7/15
（Tue） 

インドネシア電力公社
（PTPLN）協議 

MEMR協議 ジャカルタ 

４ 7/16
（Wed） 

国家開発計画庁
（BAPPENAS）協議 

HATEKDIS（配電分野資格認定
機関）協議 
HAKIT（配電分野資格認定機
関）協議 

ジャカルタ 

５ 7/17
（Thu） 

柿田JICA専門家（炭鉱内安
全作業）協議 

 ジャカルタ 

６ 7/18
（Fri） 

国家資格認定庁（BNSP）
協議 

IATKI（資格認定機関）協議
（於：バンドン） 

ジャカルタ 

７ 7/19
（Sat） 

資料整理 資料整理 ジャカルタ 

８ 7/20
（Sun） 

資料整理 資料整理 ジャカルタ 

９ 7/21
（Mon） 

GEMA PDKB（送電・配電
分野資格認定機関）協議
（於:スマラン） 

 ジャカルタ 

10 7/22
（Tue） 

MEMR協議 JICAインドネシア事務所報告 
ジャカルタ発→ 

ジャカルタ 

 7/23
（Wed） 

成田着  ジャカルタ 
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＜第二次現地調査日程＞ 

NO. Date Activities（AM） Activities（PM） Stay 

１ 8/3
（Sun） 

成田発→ ジャカルタ着 ジャカルタ 

２ 8/4
（Mon） 

JICAインドネシア事務所
打ち合わせ 

MEMR担当局長協議 
同担当課長協議 

ジャカルタ 

３ 8/5
（Tue） 

PTPLN協議 
在インドネシア日本大使館
協議 

資格認定庁協議 ジャカルタ 

４ 8/6
（Wed） 

カラワン工業団地視察 日本人会電力部会長訪問（於：
東電設計ジャカルタ事務所） 

ジャカルタ 

５ 8/7
（Thu） 

団内協議 MEMR担当課長M/M案協議 
同担当局長M/M案協議 

ジャカルタ 

６ 8/8 
（Fri） 

JICAインドネシア事務所
報告 

M/M 署名 
在インドネシア大使館報告 

ジャカルタ 

７ 8/9 
（Sat） 

資料整理 ジャカルタ発 ジャカルタ 

８ 8/10
（Sun） 

成田着  ジャカルタ 

 

１－５ 第一次調査結果 

「１－４」にある第一次調査日程に基づき、役務コンサルタントによる現況調査（第一次調

査）にて判明した結果について、以下に示す。 

 

（１）要請内容の詳細 

・電力セクターに従事する技能者への資格付与が義務付けられたことから、電力事業の各

分類（発電、送電、配電など）の各技能職域（Competency Unit）における資格の作成が
必要であることが判明した。 

・各技能職域の分類については、オーストラリア（およびニュージーランド）で実施され

ている技能教育モデルを範としていることが判明し、同モデルは米国の教育学者ブルー

ムによる発展的能力開発理論を基礎としている。 

・現在、先方政府により、同モデルに基づき次ページの図のとおり８業種14中分類に階層

を分け、さらに小分類化すると、2,052職種におよぶ技能職域を指定し、資格認定に必要
な技能レベルの設定を終えたところである。 

・2,052の技能職域に基づき、2001年以降、現在まで16,400人以上の技能者に対する資格
（Certificate）の付与が行われた。資格付与にあたっては、４つの資格認定団体（Certified 
Accreditated bodies）により認定が行われ、認定者（Accessor）は認定団体から委嘱を受
けた専門家（大学教授や電力公社OB）が担う。認定にあたっては、認定者が、ペーパー
試験、実技試験、実地訓練（On the Job Training：OJT）を実施し、資格付与を決定する。 

・ASEANをはじめとした諸外国との資格の相互認証を行うためには、国家資格制定の審 
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査・法制化を行う資格認定庁に国家資格の認定をまず受ける必要があるが、資格認定団

体４つのうち資格認定庁の認定を受けた団体は一つのみであり、よって同団体発行によ

る資格だけが諸外国との相互認証の条件を有する。 

 

（２）先方の問題意識とJICAへの期待 
・オーストラリアのモデルに基づき、2,052職種の職域を指定したが、現状にそぐわない（特
定の発電施設のみの技能職域しか当てはまらないなど）、あるいは不十分な設定となっ

ており、改善する必要がある。 

・資格認定にあたり、４団体が独立して行っており、一部資格付与の重複がみられる。ま

た、申請ベースによる１軒ごとの資格認定プロセスを取っていることから、時間、費用

がかかりすぎ、非効率である。 

・職域指定のアップデート、また職域指定にあたっての技術基準ガイドライン、効率的な

資格認定体制に係るガイドラインの作成についてJICAに協力をお願いしたい。 
 

＜８業種14職種の階層図＞ 

職種中分類  

業種 
大分類 

計
画 

建
設 

運
用 

保
守 

検
査 

設
計 

製
造 

製
作 

品
証 

品
管 

支
援 

調
整 

据
付
修
理 

機
械
修
繕 

１ 発電               

２ 送電               

３ 配電               

４ 電気設備据付               

５ 電気設備産業               

６ 電気機器産業 

７ 
 
新・再生エネル
ギー利用発電 

８ 訓練サービス 

              

 

１－６ 第二次現地調査対処方針 

第一次調査結果に基づき、官団員からなる第二次現地調査団により以下の諸点について先方

政府関係機関と協議を行い、合意内容を協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）にまとめ、
署名交換を行う。 

 

（１）調査範囲、分野の限定 

・「イ」国の政策として全産業への適用が義務付けられたオーストラリアのモデルについ

て、電力分野についてレビューを行い、同モデルに基づく職域の設定は膨大かつ煩雑で

あるなどの問題点を確認する。 

・「イ」国側があくまでオーストラリアのモデルに基づく2,052職種に対する技能基準
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（Competency Standard）の作成・改訂に拘るようであれば、日本側としては協力できな
い旨先方に伝える。 

・上述の点について確認したうえで、電力供給事業に特化した既存の技能基準（Competency 
Standard）のアップデート、電力供給事業を規定する技術基準作成については、インド
シナ諸国での協力実績を踏まえ、インドシナ諸国での経験に基づく協力可能性について

協議を行う。 

・資格認定制度構築にあたっては、日本の各種国家資格（電気主任技術者等）の制度紹介

を行いながら、既存の資格認定体制の再構築について助言を行うというアプローチを取

ることを提案する。 

 

（２）資格付与体制の方向性について確認 

・国家資格整備の段階（認定庁レベル、省レベル、業界／任意団体レベル）の設定につい

て先方の要望を聴取する。諸外国との相互認証を強く希望する場合は、諸外国の電力分

野技能者の技術分野・レベルの調査、「イ」国の技能資格の相互認証可否に関する調査

を本格調査のスコープに含めることを提案する。 

 

（３）日系企業訪問 

・「イ」国に進出して製造拠点を設けている日系企業を訪問し、電力分野を中心とした技

能資格の有無が生産活動に与える影響について聴取し、投資の阻害要因になっているか

確認する。 

 

（４）本格調査内容の確認 

・以上の確認結果に基づき、本格調査を実施する場合の調査内容について、以下の点につ

いて協議する。 

・調査実施の目的（本格調査におけるプロジェクト目標、期待される成果） 

・調査内容（調査対象、調査項目など） 
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第２章 協議結果の概要 
 

２－１ 主な協議結果 

以下の（１）から（５）に示す各項目について、関係機関との協議、現地調査に基づき、先

方政府と確認し、主要な点についてはM/Mとして合意を得た。 
 

（１）日本の制度に基づくマネージメントレベルの技術者の技術／技能基準・資格制度設立 

オーストラリアのRegional Model of Competency Standard（RMCS）に基づき、先方は単純
労働者〔国家資格フレームワーク（National Qualification Frame Work：NQF）９段階の１～
３のレベル〕の技能基準、資格制度を確立したが、その上のマネージメントレベル（NQF
４レベル以上）への基準等がないため、その部分の支援を我が国に要請してきた。同レベ

ルの基準等の整備にあたっては日本の電気主任技術者などの資格制度を基本に行うことと

し、現存のRMCSに基づく方式には拘らないことを先方と確認した。 
加えて、技能基準、資格制度の整備にあたっては電力の安定供給、電気設備の安全体制

確保の目標を掲げた技術基準の策定が不可欠である点について先方に説明し、本格調査で

は技術基準の整備も併せて行うことを先方と確認とした。 

なお、技術基準、技能基準の整備にあたっては、インドネシア電力公社（ Indonesia 
Electricity Corporation：PTPLN）のほか、民間電力事業者が内規にて一定の整備を行って
いることから、電力事業者の意見を聞きながら行っていくことについて、先方より了承を

得た。 

 

（２）国家資格認定プロセスについて 

マネージメントレベルの技能基準、資格制度の国家認定プロセスについて、当初国家資

格認定庁（BNSP）の事前承認の取り付けが必要とされることが懸念されていたが、2007
年の労働移住大臣令〔BNSPは労働移住省（MOMT）管轄下の外庁〕により、BNSP設立前
に整備された各種基準、制度については、同基準・制度を制定した省庁に認定権限があり、

したがって今次整備を予定している基準、制度のように、既存の基準、制度の延長上に制

定されるものについても、主管官庁であるMEMRが認定を行うことができることが確認さ
れた。 

なお、BNSPの了承取り付けが難航している他の案件（中小企業診断士、エネルギー管理
士）については、BNSP設立後に制定が計画されたものであり、既存の制度の枠組みにはな
い新しいものなので、BNSPによる詳細な審査が必要とされるとのことであった。 

 

（３）技術／技能基準、資格制度の提案後の「イ」国内法制度化への努力 

マネージメントレベルの技能基準および資格制度の整備にあたり、日本の主任技術者な

どの資格体系を多いに参考にしたいとの発言が先方からあったものの、最終化については

「イ」国の実情も考慮しつつ、先方側が必要に応じて修正したいとの発言もあった。よっ

て、本格調査実施にあたっては、日本の資格制度をベースにしつつも、先方の意見を聴取

しながらインドネシアモデルの構築を図る形で提案することが望まれるため、成果品の作

成にあたってはインドネシ流に修正する形での提案を行うことを先方に伝えた。 
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また、本格調査の提案を受けたあと、「イ」国内における法制化に向けた取り組みについ

ては、「イ」国政府のイニシアティブにて行う点について先方より了承を得た。 

 

（４）電力総局長への説明・協議について 

技能基準の整備、資格制度の創設にあたっては、相当程度主管官庁のイニシアティブが

必要となり、本件に関する電力総局長の積極的な関与が求められることから、同総局長と

の面談を求めたが、調査団滞在中は、同総局長は海外出張中であったため、面談はかなわ

かった。ただ、担当局長より、総局長帰国後早急に本件についての報告を行い、近々にJICA
インドネシア事務所、在インドネシア日本大使館との間での会合を設定したいとの言質を

得ることができた。 

 

（５）案件名の変更 

要請書記載の案件名は、“ The Study on Development of Electrical Power Cometency 
Standards and Guidelines”（電力技能基準整備調査）であったが、今次の調査を通じて、①
Guidelines は細則やマニュアルといったものを指し、Standardsとは並列に制定されるもの
ではないこと、②当初要請にはなかった技術基準整備を本格調査のスコープに追加したこ

とから、案件名を“The Study on Development of Technical Standards and Competency Standards 
in Electrical Power Sector”（電力技術・技能基準整備調査）とすることで先方と合意した。 

 

２－２ 団長所感 

「イ」国は、２億2200万の人口を有し、天然資源にも恵まれた一大国である。日本企業の進

出も盛んで、ジャカルタ郊外にはいくつもの日系の工業団地が造成され、自動車をはじめとし

て、工業製品の現地生産が活発に行われている。しかしながら、電力インフラ面でみるとあい

にく現時点では満足のいくものではなく、全体的な発電容量不足や石油価格の混乱等の影響も

あり、計画停電を余儀なくされている。 

電力不足の背景は様々な要因が複合的に作用しており、単純な原因特定はできないものの電

力設備の維持管理や運用面での問題も指摘されており、技術人材の高度化は近年の重要な課題

となっている。 

今回の協議相手である「イ」国のMEMRは、早くから電力技術者の技能の標準化に努めてき
ており、2005年には電力セクターに従事する者に技能資格の取得を義務付ける政令が発出され

ている。これを受けてMEMRはオーストラリアの資格制度を参考に独自の技能基準の策定をは
じめ、これまでに2,052に及ぶ技能基準の策定がなされ、これに基づき約16,400の資格が発行さ
れてきた。しかしながら、これまでに策定された資格は電力セクターの現場労働者に対するも

ののみで、管理者レベルに対する資格策定は手付かずの状態にある。この背景には、これまで

策定してきた資格の内容が具体的な専門的知識を問うものではなく、むしろ行動能力（例：指

示された仕事ができる、一人でできる等）に基づくもので、しかもその職域設定が計画や建設、

運用、保守等の多くの分野に細分化されているため、策定そのものが大作業を要することがあ

げられる。 

MEMRとしては、電力セクター、特に発電、送電、配電の分野で、職域に関係なく、管理者
に求められる国家資格の策定を調査団に要請した。 
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我が国には明治時代より、電気主任技術者制度が存し、電力分野における中核的な技術者の

資格制度として定着しており、調査団としては日本が提供できうるのは電気主任技術者制度を

骨格とした日本の電力資格制度の移転しかないことを説明した。電気主任技術者は、現在では

電力工学理論や機械工学、法規の国家試験によって資格が与えられている。調査団としては、

この電気主任技術者の資格制度が、MEMRでこれまで行われてきた行動能力基準による資格と
は根本的に異なることから、幾度となく違いを説明し、MEMRの資格として問題にならないか
を質した。これに対し、MEMRはこれで結構であるとして、当方の提案どおり電気主任技術者
の制度をベースとして「イ」国の事情に適した形の提案を作成することを今回の開発調査の柱

とした。 

一方では、長らくPTPLNが一元的に電力供給を担ってきた「イ」国においては、国としての
電力技術基準がない（PTPLNにはある模様）。電力技術基準は日本では電力法規の一部であり、
電力セクターに従事する者にとっては必知の規定でもある。資格認定の制度を運用するうえで

は、電力技術基準は密接な関係を有するから、調査団としては電力技術基準の策定も提案し、

これも開発調査に含めることとした。JICAはこれまでベトナム、カンボジア、ラオスにおいて
電力基準づくりを進めてきており、これまでに培った知見が有効に活用されるほか、IPPが多
数進出している「イ」国において国としての基準づくりが必要であると判断したからである。 

対「イ」国の電力セクターに対しては、日本は長らく巨額の円借款の供与等によりハード整

備を進めてきた。昨今の状況からするとハード面が充足した状況とは言いがたいが、ソフト面

の協力に今後は重点が移るものと思われる。 

そこで、日本の電力システムのソフト面である技術基準や技能資格について「イ」国に移転

できれば、この国に対する技術協力上の新たな１ページとなろう。この国には日本製の電力設

備も多く備えられており、まさにハード、ソフトの両面で、日本が協力できることで電力セク

ターにおけるより密接な協力関係につながることを期待したい。 

 

２－３ 技術所感 

日本の電気事業法では、「電気の使用者の利益保護、電気工作物の工事、維持および運用を

規制することにより公共の安全を確保する」ことが規定されている。このなかで、「工事、維

持および運用の保安監督者として電気、ボイラータービン、ダム水路主任技術者を選任しなけ

ればならない」ことが定められている。また、「電気工作物を設置するものは、技術基準に適

合するように維持しなければならない」ことも電気事業法に定められており、技術基準として

「電気設備に関する技術基準」等が省令化されている。日本の各電気事業者は、主任技術者を

適正に配置することにより責任の所在を明らかにするとともに、技術基準を遵守することによ

り電力の安定供給に努めている。また、需要家側についても電気事業者に準じた対応が求めら

れている。 

一方、「イ」国の電力事業においては、ワーカーレベルでの資格整備は進められている（問

題は多々あるが）ものの、マネージャーレベル以上の資格については、国家として未整備な状

況にある。また、技術基準についてもPTPLNでの社内基準は存在するものの、法制度としての
整備が行われていない。 

「イ」国では、現在電力の供給不足により、安定供給が必要な産業分野において停電等の影

響が出ており、電力の安定供給に対する信頼性が損なわれている。この電力供給不足の原因と
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して、発電所設備容量が不足していることに加え、維持管理および運用についても問題がある

ことが今回の調査により明らかとなった。また、産業分野における需要家側の問題として、電

気設備の安定運用に対する意識について需要家ごとに差があり、工場等に電気設備を専門に管

理する責任者を配置せず、メンテナンス会社任せのところが多く存在することも明らかとなっ

た。 

電力供給不足の改善策としては、発電所増設による供給予備力の確保に加えて、既設設備を

効率的に運用し、最大限に活用することが効果的であると考えられる。既設設備を効率的に活

用するためには、電力に関するマネジメント能力を有する技術者と技術基準を整備し、電力設

備と技術基準を熟知した技術者の判断により、工事、維持および運用を適切に行うことが必要

であると考えられる。 

以上より、日本の主任技術者資格と技術基準を紹介することは、「イ」国からの要望を満た

すものと考えられ、これらを導入することにより責任の所在が明らかとなり、電力の安定供給

に対する有効な手段となると考えられる。 

しかし、この資格と基準を定着させるためには、技術基準遵守によるメリットが認識される

こと、資格を持った技術者の地位向上が図られることなどインセンティブを与えることが必要

であり、これには「イ」国の実態に合った主任技術者資格および技術基準とする必要があると

考えられる。 
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第３章 「イ」国における職業訓練制度と資格体系 
 

３－１ 社会経済状況 

「イ」国は、面積約18908万㎡（日本の約５倍の広さ）で、約18,000の島々からなる世界最大
の島嶼国家である。約２億2200万人（2006年）が居住し、中国、インド、米国に次いで世界第

４位の人口を擁する。大半がマレー系（ジャワ、スンダ等27種族）に大別され、中国系は約３％

である。総人口の約６割が、全国土面積の約７％にすぎないジャワ島に集中している。宗教は、

イスラム教が88.6％と大半を占め、その他にキリスト8.8％、ヒンズー教1.7％の信者がいる。

「イ」国は世界最大のイスラム人口を有するが、イスラム教は国教ではない。 

人口増加率は、1992年の1.6％から2000～2002年には1.3％に減少している。幼児死亡件数（出

生数1,000件当たり）は、1990年が60件、1998年が44件、1999年が43件、2000年が44件だった。
平均寿命については、1990年に69.9歳であったが、1999年には71.7歳になった。基本医療の改

善と栄養食品の増加により、2000年以降平均寿命は延びる傾向にある。2001年現在、初等教育

就学率は男女とも100％を超えており、中等教育就学率は男女それぞれ58.3％と57.5％となっ

ている。同年の高等教育就学率は15.1％である。2001年の識字率は89.3％で、都市部と地方部

ではそれぞれ90.4％と85.6％であった。 

貧困率に関しては、「イ」国で貧困者に分類される人々は、一人当たり１か月の収入が都市

部で９万7,000ルピア、地方では７万2,800ルピアにすぎない人々である。これら一人当たりの
収入は貧困ラインとして分類されている。1999年の貧困者数は総人口の23.4％に相当する4800

万人だった。しかし、2003年の貧困者数は総人口の17.4％に相当する3730万人まで減少した。

他方、１日の平均支出が２米ドル以下である貧困者は１億1000万人いる。 

多民族国家で、所得格差や地域格差等、様々な格差が顕著な「イ」国では、国内社会の安定

が独立以降の政府にとって最大の課題であった。同国の国内社会の構造的問題は、バリ島テロ

事件に代表される治安問題、アチェ問題、パプア問題、マルク抗争、中部スラウェシ抗争等の

分離・独立・宗教紛争に表れている。2004年に第六代大統領となったスシロ・バンバン・ユド

ヨノも政権発足にあたり、平和と安全、公正と民主、福祉の向上を政策の三本柱として掲げた。

そして、上記の構造的問題への対応に加えて、スマトラ沖地震・津波災害、石油価格高騰、鳥

インフルエンザ、ジャワ島中部地震など相次ぐ危機への対応に追われるなか、投資促進、貧困

削減等の課題についても取り組みを進めている。 

 

３－１－１ 経済状況 

ASEANにおいて最大の人口・国土を有し、通貨危機以前は７％台の高い経済成長を維持し
ていた「イ」国は、1990年代半ばには、開発途上国の中でも特に注目される存在であった。

OECDは、中国やインドとともに「21世紀の三大経済大国」と予想したほどであった。海外
直接投資による輸出主導型の経済成長が雇用創出（特に単純労働者の需要）の役割を果たし、

これが結果的に貧困層にまで裨益したといわれている。 

しかし、1997年にタイで発生した通貨危機は直ちに「イ」国にも波及して、深刻な経済危

機をもたらし、1998年には成長率が－13.1％と大幅に落ち込むまでになる。ただ、その後は

回復し、2000年以降は４％前後の緩やかな経済成長を維持してきた。しかし、同期間におい

て、タイ、マレーシア、フィリピンなどの周辺諸国が６～７％台の高成長を達成したのに比



－11－ 

較して、「イ」国の成長率は低い。その原因の一つとして投資の不振があり、特に2002年と

2003年の間は投資が伸び悩み、経済成長は個人消費頼みの様相を呈していた。こうした投資

の低迷の原因としては、選挙のたびに激しいデモや騒乱が発生する不安定な社会情勢ととも

に、強い政権の不在があげられる。1998年のスハルト政権崩壊後、ハビビ、ワヒド、メガワ

ティと３人の大統領が就任した。しかし、いずれも国民の広範な支持を得ることができず、

また強いリーダーシップを発揮できないまま、短命政権に終わった。 

こうした状況のなかで、2004年秋に組閣された新内閣（ユドヨノ政権）は財界出身者の多

い内閣となり、ビジネス親和的な性格へと転換した。経済政策の基本方針としては、財政均

衡や対外債務返済の施行のみならず、投資環境の整備、インフラ開発、産業戦略、生産性の

向上、産業競争力の強化を強調。経済政策の方向性としては、経済成長を通じた雇用創出と

国内経済活性化達成のためのマクロ経済規律を堅持しつつ、政治的インセンティブによる投

資環境改善に取り組むとともに、インフラ開発や産業戦略によりミクロ経済のテコ入れを図

るというものであった。こうした投資・産業活性化の強調は、投資の拡大をもたらし、再び

景気の牽引役となっていく。 

これに加え、個人消費が好調となる。特に、代表的な耐久消費財である自動二輪車の販売

が好調で、2004年の販売台数は過去最高の380万台に達した（中国とインドに続く世界第３

位の市場規模）。自動車の販売も好調で、2004年の販売台数は過去最高の48万台となった。

こうした耐久消費財への旺盛な需要は、各メーカーの生産能力増強を促し、投資を増大させ

る要因ともなっている。 

こうした好調な国内個人消費とユドヨノ政権による各種改革により、2004年以降、インド

ネシア経済は堅調に推移している。2004年のGDP成長率は5.1％を達成し、その後、テロ事
件や原油価格高騰等の懸念要素があるなかで、成長率は5.6％（2005年）、5.5％（2006年）、

6.3％（2007年）と回復基調にある。 

 

３－１－２ 雇用状況 

「イ」国の国内政治の安定と経済発展にとって、大きな懸念材料の一つとなっているのが

雇用問題である。労働力人口の急速な増加、多数の若年層による労働市場への新規参入、小

規模自営業者の多さ、深刻な失業問題が同国における雇用問題の特徴である。 

労働力人口の急速な増加に関しては、2002年現在、「イ」国の人口は２億1000万人を超え、

そのうち15歳以上の人口が約１億5000万人、労働人口は約１億人に達している。労働人口は

1994年に8300万人であったのに対して、1998年に9200万人、2002年には１億人となっており、

ここ10年間で急速に増加している。この間、労働人口に占める若年層の比率（25歳未満の比

率）には大きな変化がなく、20％台で安定的に推移している。このことは、労働人口の増加

に比例する形で、多数の若年層が労働市場に新規参入していることを意味する。また、就業

者に関して、就業形態上の地位をみると、従業員が約2500万人（全体の約27％）で最も多い

が、これに対して、家族従業者が約2200万人（約19％）、自営業者が約1700万人（約19％）

存在している。自営業者や家族従業者を中心に小規模な事業を営んでいる者がかなりの割合

を占めている。 

毎年約230万人という急激な労働人口の増加の結果、失業者数は2000年における約581万人

（失業率5.0％）から、2002年には約913万人（同9.1％）へと急激に増加している。学歴別
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にみると、就学経験のないものや基礎教育修了者など、低学歴の層を中心に、失業者数が飛

躍的に増大している。また、１週間の労働時間が35時間未満の不完全就労者も多数存在して

いるため、単純な失業者以上に労働市場をめぐる問題は深刻とみられている。一説には、イ

ンフォーマルセクターでの過重労働者を含めた不完全就労者が7000万人にのぼるといわれ

ており、とりわけ若年層の失業問題は根が深く、国家全体としての人的資源開発政策を通じ

た状況の改善が、緊急の課題と認識されている。 

 

３－２ 教育体制、職業訓練体制 

３－２－１ 教育体制 

「イ」国は、日本と同様、６－３－３制の教育制度を採用している。すなわち、初等教育

（小学校）、中等教育（前期：中学校、後期：普通高校、職業高校）、高等教育（総合大学、

専門大学、短期大学、アカデミー、ポリテクニック）の３つの階層から成る。 

1994年以前は、義務教育は小学校の６年間のみであった。小学校への就学がほぼ普及した

あと、1994年以降、政府は中学校の義務教育化（普遍化）を推進している。ただ、義務教育

は努力目標といった意味合いで法的な強制力はない。義務化によって授業料は廃止される。

しかし、各家計は依然として、入学金、保護者会費、試験料、制服代、教科書代（都市部）

等、他の教育費用は負担しなければならない。 

「イ」国における教育は学校教育（幼稚園から大学院まで）と学校外教育（ノンフォーマ

ル教育およびインフォーマル教育）から成る。学校外教育であるノンフォーマル教育として、

職業訓練プログラム以外に、パケットA、B、Cプログラム（各小学校、中学校、高校に相当
する学習プログラム）があるのがインドネシア教育の特徴で、中途退学者や非識字者に対し

て学習機会が提供されている。インフォーマル教育とは家庭における教育のことである。 

教育行政で中心的な役割をはたしているのは国民教育省である。同省が所轄する小学校、

中学校、高校（職業訓練・技術高校を含む）が６－３－３制の基本である。高等教育機関と

しては４年制の大学および１～４年制の各種短期大学および専門学校がある。こうした国民

教育省所轄の学校と並行して、宗教省所轄のイスラム系学校が小学校から大学までの各教育

段階にあり、同様の機能を担っている。「イ」国における地方分権の流れのなかで、2001年

１月から、国民教育省傘下の小、中学校の直接的所管は県教育省に、高校は州政府教育局に

順次移管されている。宗教省傘下の学校は引き続き中央集権体制にある。 
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図３－１ 「イ」国の学校教育制度 

 

３－２－２ 職業訓練体制 

「イ」国におけるノンフォーマル教育の多くは職業学校や訓練機関であり、民間部門や企

業のニーズに近い特別な学習に重点を置いている。ノンフォーマル学校や公務員の教育・訓

練は、国民教育省以外の省庁や地方政府の管轄下に置かれている。 

技術教育・訓練施設としては、①中央政府（MOMT）が管轄している職業訓練所、②地方
政府が管轄している職業訓練所、③民間部門の職業訓練センター、④民間企業が個別に所有

している研修施設がある。こうした施設では、若年層、失業者、在職者、訓練機関の指導者

を対象とした様々な技術教育・訓練が行われている。 

短期の学校外教育としては、外国語、タイピング、コンピューター、美容、縫製、会計基

礎、自動二輪・自動車エンジン、自動車運転などの専門コースがあり、約160種類の科目が

提供されている。これらのコースは「資格認定コース」と呼ばれ、修了時に試験を実施し修

了書を授与する。ただ、許可を受けた資格認定コースもあるが、国民教育省など省庁の認可

を受けていないものも多数存在する。MOMTによれば、民間部門の職業訓練センター、民間
企業が個別に所有している研修施設の総数は32,000程度となっている。 
「イ」国においては、近年、こうした技術教育・訓練の重要性の認識がとみに高まってい

る。金融危機以降、労働市場を取り巻く環境が逼迫したなかで、中央政府は国家主導の技術

教育・訓練システムを通じて、労働力の質的向上に力を入れることになった。 

イスラム系 職業専門
博士課程 　博士課程 プログラム
(S3)     (S3) II (SP2)

高等教育
イスラム系 職業専門
修士課程 　修士課程 プログラム
(S2)     (S2) I (SP1)

22 ディプロマ
21 後期中等 イスラム系 4年生
20 教育 学士課程 大学学士課程 プログラム 同3年生 同2年生
19 (S1)     (S1) (D4) (D3) (D2) (D1)
18
17 後期中等 イスラム高校 (MA) 普通高校 (SMU) 職業高校 (SMK)
16 教育
15
14 前期中等 イスラム中学校 (MTs) 普通中学校　(SLTP)
13 教育
12 義
11 務
10 教 初等教育 イスラム小学校 (MI) 普通小学校 (SD)
9 育
8
7
6 就学前 イスラム幼稚園 幼稚園 (TK)
5 教育 (BA/RA)

年齢 分類 宗教省所管 国民教育省所管
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そのための制度構築として、技術教育・訓練の三本柱といわれる職業訓練調整機関、国家

職業訓練制度、国家資格制度の確立を推進している。職業訓練調整機関は、技術教育・訓練

の諸問題を調整・評価するための機関で、国家全体の技術教育・訓練の方向性を統一し、技

術教育・訓練投資の有効性を高めることが目的である。中央政府、経営者団体、技術教育・

訓練機関などが参加している。国家職業訓練制度については、2000年の第22号地方分権法に

より、地方政府に対する権限委譲が進められている。中央政府が技術教育・訓練の規則やガ

イドラインの制定を行い、地方政府が実際の教育・訓練を実施するという役割分担になって

いる。今後は、中央政府から地方政府に対する指導を徹底し、地方におけるインストラクタ

ー不足など技術教育・訓練に関する諸問題を解決していきたい意向である。国家資格制度に

関しては、2003年以降、再整備が進められている。有能な労働者が国内のみならず、海外で

も活用できるようになり、その能力を適切に評価することを目的としている。 

 

３－３ 国家資格制度 

「イ」国においては、2003年、職業能力制度の概念および制度に顕著な変更があった。新し

い制度はオーストラリア政府の技術協力によって導入されたRMCSに基づくもので、国家資格
フレームワーク（National Qualification Framework）と国家職業技能基準（National Vocational 
Competency Standards：NVCS）が中心的な概念である。インドネシアMOMTが、2003年の第13
号に基づき、新しい「国家資格制度」の再整備を進めているが、その概要は以下のとおりであ

る。 

 

（１）NQF及びNVCSは、産業並びにその他の利害関係者によって作成されたのち、MOMTに
よってNVCSとして制定され、公布される。 

 

（２）国民がNQFまたはNCVSを達成するのを助成するために技能依拠訓練（Competence Based 
Training：CBT）を行う。 

 

（３）NQF及びNVCSの達成度を測るツールまたは手段として、技能査定を行う。 
 

（４）NQF及びNVCSの達成度を認定するため、技能証明または査証を発行する。 
 

このように、新しい制度は、人的資源の職業能力を向上させる目的で、職業能力基準、職業

能力査定・証明、および職業訓練を１つの制度に統合しようとする試みであるといえる。 
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図３－２ 職業訓練システムの全体像 

 

３－３－１ 国家資格フレームワーク 

図３－３は「イ」国が現在進めている「国家資格制度」の中心となる「全国認定資格フレ

ームワーク」の全体像を示したものである。NQFでは、職業訓練所における職業訓練と実務
経験をもとに、作業員（オペレーター）３段階、技術士（スーパーバイザー）３段階、専門

家（エキスパート）３段階、合計９段階のレベルを持つ資格制度が構築されることになって

いる。レベル１～６はマネージャークラスも含み、知識、技能、態度の３つの側面から評価

される。レベル７～９はハイレベルなプロフェッショナルの人を想定している。同制度を教

育文化省が管轄している職業訓練や専門学校教育の資格群とリンクさせることで、有機的な

職業訓練の実現をめざしている。 

全国認定資格フレームワーク BNSP（職業検定全国組織）

全国職業技能基準 LSP（職種別検定機関）

訓練プログラム
参加者 技能的 技能
労働力 選抜 段階的 卒業 技能 検定 有能な

就労者　失業者 需要主導型 (合格) 試験 労働力
制度的 証書
・・・研修 発行

ツール／インフラ 経験者
教官
費用
運営

職業訓練機関

地方政府が認定

　　職業訓練調整機関
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図３－３ 全国認定資格フレームワーク 

 

３－３－２ NVCS制度 
これまで「イ」国の資格制度は「訓練時間」を評価の中心にしてきたが、2003年以降は国

際的な基準に合わせるために、評価軸を「能力（コンピテンシー）」に変化させてきている。

そのため、能力評価基準の整備が急ピッチで進められており、2008年７月現在、MOMTに対
して技能基準資格を登録し、基準化を済ませた産業分野は80セクターを数える。具体的には

自動車関連、機械エンジニアリング関連、繊維関連などである。現在、政府から重点的に整

備するように指示されている戦略産業としては、観光、農業、エネルギー、工業、運輸、ICT
などがある。こうした技能基準では、各職種に求められているスキルを細分化し、多数にわ

たる「能力ユニット」が設定されている。自動車関連職種では約170の「能力ユニット」が

設定されており、その組み合わせによって多数の資格を取得することができる。ちなみに、

電力部門では2,052にわたる“Competency Standard Units”が作成されており、関係者の間で
も電力部門のCompetency Standard Unitsはあまりにも細分化されすぎているという意見があ
った。表３－１は、2007年11月時点におけるMOMT登録、基準化済みの技能基準の状況を示
す。 

職業教育 経験＆職業訓練 専門学校教育

SP2 専門家/エキスパート S3

SP1 B3 資格証明 職業訓練所／経験 S2

D4 VII-VIII-IX S1

経験

職業訓練所／経験

D3 技術士／スーパーバイザー

D2 B2 資格証明

D1 IV-V-VI

経験

職業訓練所／経験

作業員／オペレーター

SMK B1 資格証明 職業訓練所／経験 SMA

I-II-III

経験

職業訓練所／経験

SMP

SD
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表３－１ 表産業分野別登録済みの技術基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－３－３ 資格認定制度 

職業訓練プログラムは、NQFで定められた能力レベルを組み入れたCompetency Standard 
Unitsに基づき実施される。訓練終了後、NQFとNVCSを基準とした技能試験（国家資格制度）
にエントリーすることが求められ、合格者は有能な労働力として国内外で活躍することが期

待されている。技能試験に関しては、職業訓練機関の卒業生だけでなく経験者（在職者）に

も門戸を開くことで、技能試験の普及促進を図ろうと考えられている。技能適正審査におい

て、査定され、評価される事項は下記に要約される。 

・被雇用者がある種の技能適正基準達成の証明を取得するために、雇用者によって自由に認

定される、NVCSに沿った個々の技能基準資格 
・職業または職種資格の認定または証明に関して、被雇用者がある特定のレベルを達成する

ためにNQF制度において体系的に示される技能基準の総括。 
 

実際の技能検定、資格発行を担当するのは、中央政府（MOMT）が認証したLSP（職種別
検定機関）と呼ばれる独立組織であり、現在「イ」国内で７つの機関が存在している。なお、

１つのLSPは１つの専門分野について資格認証を行うことになっている。 

No                NVCS 資格数 No                NVCS 資格数 No                NVCS 資格数
産業分野 部門・職種 産業分野 部門・職種 産業分野 部門・職種

1 繊維 ‐ 24 26 情報・通信技術 コンピュータ技術支
援 80 51 石油・ガス 環境管理システム 9

2 自動車 軽車両 131 27 金融 財務・資産管理 34 52 石油・ガス 昇降機・輸送機の運
転

56
3 自動車 自動二輪 58 28 工業 保護塗料 81 53 石油・ガス 航空機又は航空機産

業
12

4 観光 旅行案内所 103 29 サービス業 事業及び管理コンサ
ルタント 18 54 通商 輸出入 50

5 観光 ホテル／レストラン 265 30 郵便・電信 マルチメディア・
サービス

95 55 石油・ガス 職業保険・安全 25

6 観光 温泉 56 31 民衆サービス ファッションモデ
ル、デザイン 25 56 家政・家事サービス 介護職 60

7 金属・機械 ‐ 233 32 中小産業 中小産業診断コンサ
ルタント 34 57 石油・ガス 生産 91

8 金融 消費者金融銀行 10 33 民衆サービス
フラワーアート、デ
ザイン 63 58 石油・ガス 地震調査 47

9 研究所 ‐ 0 34 サービス業 地理調査・地図作成
コンサルタント 51 59 石油・ガス ボイラー運転操作 16

10 海事 船舶乗員用料理人 19 35 民衆サービス コギャカルタ式婚礼 87 60 電気 電気配線・配管 145

11 家政・家事サービス ‐ 86 36 金融
金融サービス協力・
斡旋 52

12 情報・通信技術 コンピューター操作
業務 27 37 民衆サービス スンダ式婚礼 92

13 情報・通信技術 コンピュータプログ
ラマー 91 38 民衆サービス ベタウィ式婚礼 92

14 美容 整髪 57 39 民衆サービス ロングドレス式婚礼 87
15 漁業 半塩水魚漁 79 40 健康(衛生)サービス 託児・育児 102
16 漁業 船舶乗員用料理人 32 41 電気 電気設備工事 157
17 漁業 海藻漁法 38 42 農業 クリサン式農業 84
18 漁業 鮮魚陳列容器 65 43 農業 アグロメナ式農業 76
19 漁業 海洋漁技能 39 44 民衆サービス ソロ式婚礼 92

20 漁業 海洋漁業 43 45 サービス業 事務所総務管理サー
ビス 46

21 農業 果樹園 74 46 教育・訓練 訓練査定 16

22 農業 野菜栽培 67 47 健康(衛生)サービス 鍼治療法 22

23 警備保障 ‐ 29 48 石油・ガス 陸地採掘 50

24 金融 投資銀行 32 49 石油・ガス 研究所の試験 45

25 情報・通信技術 コンピュータ・ネッ
トワーク管理業務 74 50 石油・ガス 採掘営繕 50
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３－４ 電力分野における人材育成体制 

３－４－１ 雇用状況 

PTPLNは約52,000人の従業員を擁し、そのうち技能者（Technician）数は約20,000人である。
技能者の内訳は、発電部門が約4,000人、送電部門が約6,000人、配電部門が約10,000人である。
「イ」国の発電部門は、①PTPLN、②Subsidiary Company（Indonesian Power、PJB等数社）、
③IPP（CIKRANG、PAITON等数社、その他に地熱発電で10～25社）各社によって運営され
ている。IPP各社には、約5,000人の技能者がいる。なお、「イ」国全域の送電、配電部門はPTPLN
と少数（５社以下）の民間セクターが運営している。 

 

３－４－２ 人材育成体制 

PTPLNの人材育成体制は、Human Resource and General Affairの下に研修所の本部があり、
その管轄下に９つの研修所（Technical Education Unit：TEU）と１つのAssessment Centerがあ
る。Assessment Centerはジャカルタにあり、昇進したい職員の評価を行っている。研修所の
本部では、９つの研修センターと一つのアセスメントセンターを管理している。すなわち、

各々のセンターの予算、業務計画を作り、評価することが任務で、研修プログラムのモデュ

ール、研修の数・期間等に係る計画を作成している。 

 

表３－２ PTPLNの研修所（TEU） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修は主としてPTPLNの職員を対象としているが、一般参加もある（数は制限されている）。
研修プログラムは、PTPLNのコンサルタントで、人材育成と工業技術を専門とするバンドン
工科大学Dyoko教授が、NQAに基づいて開発したもので、現在、技能レベルの１から６まで
のプログラムがある。PTPLNが有するCompetency Standard Unitsに基づき、それをレベル１
から６までの様々な職種における必要な能力基準をパッケージ化したものである。 

PTPLNのCompetency Standard Unitsおよび各職種の資格基準づくりはMEMRよりもはるか
に進んでいる。MRMRは操作員・テクニシャンクラスのレベル１～３までのCompetency 
Standard Unitsしか作成しておらず、職種ごとの資格基準はまだ作成していない。これに対し
て、PTPLNはすでに技術者クラスの能力レベル６までの技能基準と職種ごと研修プログラム
をすでに有している。研修プログラムには、ディレクターレベルの研修コースもある。 

PTPLNの研修は、「イ」国政府が進めているCBTに基づいたもので、約300の研修モデュー
ル（１モデュールは１回の研修プログラムの意味）がある。能力を、Core competency、

TEU Location Regional Service
Tutangan North Sumatra North Sumatra
Padang West Sumatra Central Sumatra for hydro power training
Palemban South Sumatra South Sumatra
Suralaya Banten All Indonesia for thermal power plant training

Jakarta Jakarta All Indonesia for human resource, finance & accounting,
administration

Bogor West Jawa West Jawa for construction training

Semarang Central Jawa Central Jawa for hot line maintenance, protection, system
operation, and SCADA

Pandaan East Jawa West Nusatenggana, East Nusatgenggana, South Kalimentan, East
Kalimentan, Central Kalimentan for distribution

Maksan South Sulawesi Surawesi
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Leadership competency、Technical competencyの３種類のCompetency Groupsに分け、Core 
competencyとLeadership competency合わせて10のモデュール、Technical competencyは290の
研修モデュールがある。それぞれ６レベルの能力に分かれて研修が実施される。Technical 
competencyについては、１（コンセプトを理解する）、２（コンセプトを適用する）、３（仕
事ができる）、４（スーパーバイザーレベルで、長期間働き経験を積んでいる）、５（分析、

評価ができる）、６（指導できる）の６つのレベルで構成されている。Core/Leadership 
competencyも６つのレベルからなるが、Technical competencyと違い、改善が要求されるなど
のマイナスからスタートする（レベルは－２から４まで）。研修１モデュールは、大体５日

から20日の期間をかけて実施される。最長はhot line maintenance研修コースの60日である。
研修で資格が与えられるのはレベル１～３までで、座学とOJTを組合わせたプログラムとな
っている。レベル４以上は、職場での評価や経験で判断される。各研修所には、30人の専任

教師が働いている。そのうち、15人はgeneralな分野、他の15人がそれぞれの専門分野を受け
持つ。特殊分野に関しては、必要に応じてPTPLNから非常勤講師を招く体制になっている。 
これらPTPLNの研修所は、現在４か所にある電力部門の資格認定機関と特別な協力関係を

築いている。例えば、スマランにある資格認定機関であるGEMA PDKBとの関係では、PTPLN
が従業員を研修センターに送り、研修を受けた従業員はGEMA PDKBの試験を受け、資格を
授与されるというプロセスになっている。 
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第４章 電力分野における技能基準の現状 
 
４－１ 技能基準の構成 

（１）「イ」国政府はGovernment Regulation No.3/2005により、「すべての電気業界で働く技能
者は資格認定書(Competency Certificate)を所有しなければならない」と規定した。 

 

（２）「イ」国電気業界では、すべての業種のすべての専門職種に対してMEMRが規定した
Competency Standard Units に記述された資格要件を、満たしているかどうかを判定するこ
とで資格認定が行われる。 

 

（３）「イ」国電気業界の資格認定制度はオーストラリアの制度を導入したものである。 

 

（４）資格認定制度の基本である“Competency Standard Units”は次のようなものである。 
職種中分類  業種 

大分類 計
画 

建
設 

運
用 

保
守 

検
査 

設
計 

製
造 

製
作 

品
証 

品
管 

支
援 

調
整 

据
付
修
理 

機
械
修
繕 

１ 発電   A B           

２ 送電   C            

３ 配電   D            

４ 電気設備据付               

５ 電気設備産業               

６ 電気機器産業 

７ 
 
新・再生エネル
ギー利用発電 

８ 訓練サービス 

              

 

１）上表のとおり電気業界のすべての業種が８種に大分類され、さらにそれぞれの業種を

14種の職種に中分類してある。 

２）１つの職種（例えば、A：発電／運転、B：発電／保守、C：送電／運用、D：配電／
運用）はさらに、多くの専門職に分類されている。 

３）それぞれの専門職に対する資格要件は、下記の３つの資格要件に分けられている。 

①Core competency（人間性、人格、行儀など） 
②Leadership competency／専門コンピテンシー（問題解決、他部門との協力） 
③Technical competency（技術要件） 

４）Technical competencyはそれぞれの専門職の専門性に応じて、詳細な資格要素を記述し
ている。この資格要素の記述書がそれぞれのCompetency Standard Unitsである。 

５）Competency Standard Unitsは専門職の能力によりレベル１、レベル２、レベル３の三 
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段階に分類され、それぞれの能力に応じて記述内容が異なる。 

６）MEMRは未熟練技術者に対して2,052種類のCompetency Standard Units の記述を完了し
た。ただし、完了したのは職位の低いレベル１からレベル３までである。 

 

（５）現在までに整備された電力分野におけるCompetency Standard Unitsの数は、総計2,052項
目であり、その内訳は下表のとおりである。 

分  野 Competency Standard Unitsの整備数 （％） 

発電 1,039 50.6 

送電  299 14.6 

配電  197 9.6 

電気設備据付け  149 7.3 

電気設備産業   79 3.8 

電気機器産業   91 4.4 

新・再生エネルギー利用発電  150 7.3 

訓練サービス   48 2.4 

合計 2,052 100 

 

４－２ 発電・送電・配電分野 

（１）全電力分野のCompetency Standard Units整備数総計2,052件のうち、発電分野が1,039件
（50.6％）、送電分野が299件（14.6％）、配電分野が197件（9.6％）を占めており、これ

らの発電・送電・配電分野すなわち電力供給分野の合計は1,535件、電力分野全体の74.8％
を占めている。 

 

（２）後述するように発行数16,400件以上の電力技能者資格認定書も、すべてこれら電力供給
分野に属している。 

 

（３）「イ」国の電力分野の技能資格制度は、発電・送電・配電分野についてはある程度の進

展がみられる。 

 

４－３ その他関連分野 

（１）電力分野のうち、発電・送電・配電分野を除くその他関連分野、すなわち電気設備据付

け、電気設備産業、電気機器産業、新・再生エネルギー利用発電、訓練サービスのCompetency 
Standard Unitsの整備数は合計517件（25.2％）である。 

 

（２）現在のところこれらの分野からは電力技能者資格認定書は発行されていない。 

 

（３）これらの分野の資格認定制度は実質的にはまだ動き出しておらず、517件のCompetency 
Standard Unitsもとりあえず作成はされているが、量的にも、質的にもこれで十分かどうか 
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は今後の検証が必要と考えられる。 

 

４－４ 現行技能基準の課題 

（１）「イ」国電気業界の資格認定制度はオーストラリアの制度を導入したものである。2001

年から適用され、すでに16,400件以上の認定書が発行され、未熟練技術者のレベルの制度
としては定着している。 

 

（２）現在までに整備されたCompetency Standard Unitsの例をみると、記述内容が極めて詳細
にわたり技能者の専門的作業能力を評価するようになっている。（我が国の企業における

社内作業標準に近いものである。） 

 

（３）技能者の作業基準としては、単に「SOP（機器設備ごとの運転標準）を守ること」と記
述されるにとどまっている。 

 

（４）危険でかつ公共性の強い電気工作物に携わる技能者として、遵守すべき法規、保安保全

および品質保証のための統一的な技術基準に沿った能力判定の記述がみられない。「イ」

国のすべての電気産業の技能者に、最低限必要な共通的な能力を保有させるために、技術

基準及び技術基準に基づく資格認定が必要と考えられる。 
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第５章 電力分野における資格認定体制の現状 
 

５－１ 資格認定機関 

（１）電力分野の資格認定は、独立した４つの資格認定機関（HATEKDIS、HAKIT、IATKI、
GEMA PDKB）が行う。  

 
（２）資格認定機関の担当分野は下記のとおりである。  

１）発電分野：HAKIT（ジャカルタ）、 IATKI（バンドン）  
２）送電分野：GEMA PDKB（スマラン）  
３）配電分野：HATEKDIS（ジャカルタ）、 IATKI（バンドン）、GEMA PDKB（スマラ
ン）  

 
（３）以上の４つの資格認定機関のうち、バンドンの“ IATKI”だけが現在のところBNSP

が正式に国として認定した資格認定機関であり、他のHATEKDIS、HAKIT、GEMA PDKB
はMEMRのみに承認された機関である。したがって、“ IATKI”発行の資格認定証だけ
が他国（ASEAN諸国など）と相互資格認定が可能な条件を保有する。  

 
５－２ 資格認定手続き 

（１）資格認定の申請に対して（現在のところ、技能レベル１～３までの未熟練技術者に

対して）、認定機関の判定者（Assessor）が申請者の専門性に応じたCompetency Standard 
Unitsの記述に基づき、判定を行う。  

 
（２）今のところ、資格認定の申請は技能者が所属している企業が行い、認定費用はその

企業が支払っており、技能者個人が支払うことはない。  
 
（３）合否判定はAssessorが作成した試験問題による筆記試験、口頭試問や、Assessorが技

能者の作業やOJTに立ち会うことにより行われる。  
 
（４）試験合格者は３か月の確認期間を経て認定証が授与される。不合格者の一部は認定

機関の助言（Recommendation）により、訓練所（PTPLN所属）で再訓練を受ける。  
 
（５）Assessorは認定機関には常駐しておらず、試験のたびに外部から呼ばれ、電気技術

者（PTPLN社員、退職者）、大学、認定機関員などで構成される無給のボランティアで
ある。  

 
（６） 2001年から 2008年までの間に、この資格制度で 16,400件以上の資格認定書

（Certificate）が発行された。ただし、ほとんど全部がPTPLN所属の発電、配電技能者
である。  
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以下の表は４つの認証機関から聴取したものを記録した概算値である。  

認証機関  発電分野 送電分野 配電分野 合計  （％）  

HATEKDIS 
（ジャカルタ）  

  
540 540 3.3 

HAKIT（ジャカルタ）  500   500 3.0 

IATKI（バンドン）  7,648  1,708 9,356 57.0 

GEMA PDKB 
（スマラン）  

 3,516 2,500 6,016 36.7 

合計  8,148 3,516 4,748 16,412 100 

（％）  49.7 21.4 28.9 100  

 
５－３ 現行資格認定体制の課題 

（１）現在までに資格認定された16,400人以上の技能者は、電力供給を受け持つ発電・送

電・配電分野に限られ、Assessorも含めほとんどがPTPLNの社員であり、受験者も認
定者も同じ企業、同じ職種のいわばプロ集団である。  

 
（２）他の一般電気産業の多種多様の電気技能者に対する資格認定に対して、これまで

MEMRが整備してきたCompetency Standard Unitsが実際に使えるものか、資格認定機関
が機能するかはこれからが問題である。  

 
（３）現在のCompetency Standard Unitsは、職位の低いレベル１からレベル３までしか完成

しておらず、今後さらに高職位（レベル３以上）のCompetency Standard Unitsを作らな
ければならない。発電・送電・配電分野のみならず一般産業の多種多様の電機分野に

ついて、専門性の強い高度の作業内容を一つ一つ記述するのは、今後MEMRにとって
厖大で困難な作業になると思われる。  

 



付 属 資 料 

 

１．要請書 

 

２．質問票 

 

３．合意した S/W、M/M 
 

４．面談議事録 
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① 面談議事録 

日時： 2008 年 7 月 14 日（月） 14：15～16:30 

相手国機関： インドネシアエネルギー・鉱物資源省（MEMR） 

場所： MEMR, Directorate General of Electricity and Energy Utilization 

「イ」国側 Mr. A. Indarto（Head of Sub Directorate for Technical Personnel） 

JICAインドネシア事務所：永井専門家、平岡企画調査員、 

 

出席者 

 

日本国側 

技能資格整備調査団コンサルタント団員：山田、松村 

インドネシア語通訳：須田 

協議内容 

１．永井専門家から第１回調査方針書（英文）により、今回の調査の狙いを説明した。 

２．調査団より要請書の内容に付き不明確な点を質問し討議した。 

（１）Competency Standard Unitsの意味とは？ 

Mr. A. Indarto： 

Government Regulation No.3/2005 に従い、電気分野の作業についてMEMRが規定した、それ

ぞれの技能資格のことである。発電、送電、配電などの８項目の縦分類と計画製作、運転など

の 14 項目の横分類からなるマトリックスで構成され、マトリックスすべてにつき技能資格の

内容を記述してある。すでに 2,052 項目の Competency Standard Unitsを作成した。 

（２）Competency Standard Unitsはどのような基準によって作成されたか？ 

Mr. A. Indarto： 

オーストラリアの Competency Standard Units制度を参考にしたが、「イ」国が開発したものであ

る。技能資格判定の要素は、Skill（技能）、Knowledge（知識）、Attitude（態度）である。 

（３）JICAに期待していることは何か？ 

Mr. A. Indarto： 

現在の Competency Standard Unitsは大体のところで吊ったもので、その内容としてどのような

事柄を記述するかを規定するガイドライン（指針）を作ってほしい。 

（４）現在例えばどんなことが問題になっているか？ 

Mr. A. Indarto： 

現在の Competency Standard Units の記述では職種や役職とのリンクができていないので、

Competency Standard Units は Qualificationとして使えない。Qualification Standard を作りたいの

で、そのためのガイドラインを作ってほしい。また、Competency Standard Unitsが細分化され

ており、Certification には関係する全部の Competency Standard Unitsについて Assessmentが必

要で、費用と時間がかかる。 

（５）どのようなアイデアを持っているか？ 

Mr. A. Indarto： 

Competency Standard Unitsを集めたクラスター化またはパッケージ化を進めたい。 

（６）何かモデルとかサンプルはあるか？ 

Mr. A. Indarto： 

公式には作ってないが、自分が個人的に検討したものがある。 
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（７）Competency Standard Unitsどのような技術基準に基づいて制定されたか？電力事業の根幹は

安定供給と安全確保である。電力の技能資格というのは、まず統一された技術基準があって、

それに基づく品質や安全を守るために必要とする能力の認証だと思うがどうか？ 

Mr. A. Indarto： 

Competency Standard Unitsはチームで作成し産官学の委員会で制定した。技術基準の有無はよ

くわからない。Competency Standard Unitsの記述は「それぞれ SOPすなわち Standard of Operation 

に従うこと」となっている。統一的な技術基準制定が必要ならそれも JICA の協力でやってほ

しい。 

（８）12,000 件以上の Certificate とは何を意味するか？ 

Mr. A. Indarto： 

Competency Standard Unitsによって認証を受けた人の数である。つまり免状の発行数である。

（９）Certificate の発行はどこがどのように行うのか？ 

Mr. A. Indarto： 

Competency Standard Unitsに従って、認証機関が独自の方式で Assessmentを行っている。評価

の基準は Competency Standard Unitsによるが、評価の基準や評価方法は認証機関に任されてい

る。 

（10）認証機関は発電、送電、配電などの分野ごとに担当が分かれているのか？ 

Mr. A. Indarto： 

認証機関の担当分野は大体が分かれているが一部重なっている。 

（11）同じ Competency Standard Unitsに基づく Certificateでも認定機関が異なれば認定方法や、合

否判定も異なることがあるのか？ 

Mr. A. Indarto： 

そういうことは起こりうるだろう。 

（12）Electrical Training Centerはどのような技術訓練制度か？ 

Mr. A. Indarto： 

現在の Electrical Training Centerは PTPLNの訓練センターであり、通常の技術訓練校のような

労働省管轄ではなくMEMR管轄である。将来は技術訓練庁の認定を受ける。 
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② 面談議事録 

日時： 2008 年 7 月 15 日（火） 9：00～11:00 

相手国機関： インドネシア電力公社（PTPLN） 

場所： PTPLN 

「イ」国側 PTPLN：Mr. Budi Santoso, Dupity Director, HR System Development 

Mr．Eddy D. Erningpraja, HR Expert 

 

出席者 

日本国側 技能資格整備調査団コンサルタント団員：山田、松村 

インドネシア語通訳：須田 

協議内容 

１．山田団員から今回の調査目的を説明した。 

２．面談、打ち合わせ、聞き取り内容は以下の通りである。 

（１）PTPLNの資格認定について： 

PTPLN の従業員はすべて Certificate が必要である。技能資格は MEMR の管轄下にある４つ

の認定機関の IATKI（電気全分野）、HAKIT（発電分野）、PDKB（Hot Line保守）、HATEKDIS

（配電分野）が従業員の資格審査と認定を行う。 

（２）PTPLN従業員数は、PTPLN社員 38,321 人、補助社員 7,100 人合計約 45,300 人である。 

（３）PTPLNは独自の Competency Standardを持っている。仕事の内容、仕事のレベル、Criteriaが

すべて記述されている。 

（４）資格の要素は①Core Competency：人格的な面にかかわる判定、②Leadershipにかかわる判定、

③Technical：技能にかかわる判定から成り立っており、それぞれ６段階のレベルに分けられる。

（５）資格の判定は①Core Competencyと②Leadershipは PTPLNの内部の Assessment Centerが判定

し、③TechnicalについてはMEMRの管轄下にある４つの認定機関が判定する。 

（６）PTPLN の Competency Standard は SPENCER（アメリカのコンサルタントグループ）の

Competency Modelをモデルにして PTPLNが作った。 

（７）MEMRが作った Competency Standard Unitsは、PTPLNの Competency Standardの Technical

のところだけをベースにしたもので、人間的要素は含まれていない。 

（８）MEMRが作った Competency Standard Unitsは、PTPLNの Technicalの資格基準のレベル３（電

気技能者としての最低限必要な能力のレベル）だけを取り出して記述している。それ以上また

はそれ以下のレベルの資格基準は持っていない。（１段階だけのMEMRの資格基準では技能レ

ベルの高低が判定できない） 

（９）PTPLN の機械設備の運転関係の職種において、①レベル３（Worker Class）：設備機械の

Operationができる。②レベル４（Supervisor Class）機械設備の Operationの監督ができる。③

レベル５（Expert Class）：設備機械の Operation の改善を recommend できる。④レベル５

（Experienced Class）：設備機械の Operationの改善を決定できると規定している。 

（10）PTPLN内部の Assessment groupの構成は工業技術者２名、大学教授１名、訓練機関から１名

の Assessor から成る。Assessment は定期的ではなく必要な時期に実施する。PTPLN は受験者

のトレーニングと資格認定に莫大な費用を使っている。 

（11）資格認定制度の狙いは、電力事業における安全確保と技能者の収入保証である。資格があれ

ばどこに行っても同じ収入が得られる。 
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（12）資格判定の基準としての技術基準については、電力関係の Regulation（規則）と、SPLN（Standard 

of PTPLNすなわち PTPLN独自の技術基準）を持っている。SPTPLNは電気及び機械の国際規

格の IEC、IEEE、ASMに準拠して PTPLNが制定した。 

（13）JICA が資格基準整備を支援してくれれば日本の優れた技術を学ぶことができる。PTPLN の

現在の基準がベストとは思っていない。PTPLNは改善が必要であると思っている。 

（14）MEMRが Competency Standardを作ったが、これで良いのかMEMRもわからないのではない

か。JICAに求めている支援が、Standardの中身なのかガイドラインが必要なのかよくわからな

い。 

（15）PTPLNの Competency Standard制定の委員会には学識経験者を入れた。 

（16）MEMRが国の Competency Standardをゼロから作り直すのはインプットが大きくなるだろう。

（17）JICAがガイドラインを作ってMEMRが国の Competency Standardを制定すれば PTPLNはそ

れに従う。新しく Competency Standardを制定するならば、PTPLNとの Communicationを十分

採ってもらいたい。 

（18）MEMRが Competency Standardを作るとき、PTPLNは組織として参加せず、技術者がメンバ

ーとして時々参加した。頻繁に Communicationを採ったとはいえない。しかし、もっとも強く

影響を与えたのは PTPLNのメンバーであった。 
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③ 面談議事録 

日時： 2008 年 7 月 15 日（火） 14：20～16:30 

相手国機関： インドネシアエネルギー・鉱物資源省（MEMR） 

場所： MEMR 

「イ」国側 Mr. A. Indarto他 

日本国側 JICAインドネシア事務所：永井専門家 

 

出席者 

 
 

技能資格整備調査団コンサルタント団員：山田、松村 

インドネシア語通訳：須田 

協議内容 

打ち合わせの内容は以下のとおりである。 

（１）団員：PTPLNは Competency Standardを持っている。MEMRのものとどこが違うのか？ 

MEMR： PTPLNの StandardはMEMRの Standardに準拠して作ったものである。 

（２）団員：MEMRは PTPLNの Qualification Standardをどのように評価するか？ 

MEMR： PTPLNの Qualification Standardが提出されていないので評価できない。PTPLNのも

のは PTPLNが使うもので一部不足がある。MEMRは Qualification Standardを持っていない。 

（３）団員：JICAに求めているものは何か？ 

MEMR：Competency Standardを作るためのガイドラインを作ってほしい。Term and Condition

の中身の記述がほしい。Form はできているので他国の例を参考にして、こういうものを作っ

てほしいということである。オーストラリアのものを持ってきた。こんなものがほしい。今あ

る Competency Standard Unitは中身がないので使えなければ使わなくてもよい。完全に作り直

しでもよい。 

（４）団員：それは大変時間がかかることになる。ラオスの例ではまず Standardを作って、さらに

運用のプロジェクトまでやった。One Periodでは終わらない。今までは Competency Standardは

すでにできていて、これからは Qualification Standardに取り掛かると考えていた。 

MEMR：優先順序としてまず Competency Standardを作るためのガイドラインを作ってほしい。

時間があれば Qualification Standardも作ってほしい。 

（５）団員：PTPLNは Competency Standardも Qualification Standardも持っている。なぜそれを使

わないのか？ 

MEMR：国の Standardは PTPLNだけが対象ではない。IPPもある。PTPLNのものをそのまま

使えない。 

（６）団員：PTPLNの Standard を検討したのか？どこに問題があるのか？ 

MEMR：PTPLN の中身は検討していない。しかし、PTPLN は電力の一部である。国際基準に

沿っているとはいえない。MEMRは Competency Standard Unitを作ったので、これを使えるよ

うにしてほしいのだ。 
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④ 面談議事録 

日時： 2008 年７月 16 日（火） 10：00～11:00 

相手国機関： BAPPENAS（インドネシア国家開発計画庁） 

場所： BAPPENAS 

「イ」国側 Mr. Ir. Yahya Rachimana Hidayat,MSc.,PhD , 

Mr. A. Indarto（MEMR） 

JICAインドネシア事務所：永井専門家、平岡企画調査員、 

 

出席者 

 日本国側 

技能資格整備調査団コンサルタント団員：山田、松村 

協議内容 

１．Mr. A. Indarto（MEMR）から今回の調査団の目的を説明した。 

２．Mr. Ir. Yahya Rachimana Hidayat,MSc.,PhDより下記の話があった。 

（１）JICAの協力に感謝している。今回の JICAプロジェクトはわが国の必要性からみて、優先度

の高いものである。 

（２）「イ」国は今 Energy Crisisにある。電力供給力が不足しており、一方石油価格が上昇し電力

供給コストが上昇している。 

（３）2004 年以降「イ」国は石油輸入国になった。燃料費が高騰しているが、電気料金は政府が決

めるので電力会社の経営は苦しい。IPPも進んでいない。 

（４）電力供給力のうち、送電設備と配電設備は大丈夫であるが、発電所が不足している。 

（５）スマトラとジャワをグリッドでつないで、スマトラの炭鉱近くに建設した石炭火力発電所か

らジャワに送電する。ジャワ島が電力需要の 70％を占める。 

（６）今後再生可能エネルギーの導入を進める。マイクロ水力、風力、太陽電池を地方電化に取り

入れるつもりである。 

（７）電力需要が伸びている「イ」国では電気事業の技能基準整備は重要である。技能資格基準整

備であるこのプロジェクトを「イ」国は歓迎している。 

 

 



 －69－ 

⑤ 面談議事録 

日時： 2008 年７月 16 日（火） 13：00～14:45 

相手国機関： HATEKDIS（ジャカルタにある配電分野資格認定機関）「配電分野」

場所： HATEKDIS 

「イ」国側 Mr. Bunagun Sumansuri（Chairman） 

Mr. Pumans Purna（Secretary） 

 

出席者 

 日本国側 技能資格整備調査団コンサルタント団員：山田、松村 

インドネシア語通訳：須田 

協議内容 

以下のとおり聴取し打ち合わせた。 

１．HATEKDISは 2003 年４月８日、配電技術者のレベル向上を目的として設立された。 

２．主なミッションは 

（１）人材育成 

（２）研究開発 

（３）資格認証 

（４）ビジネス協力：配電分野関係機関との協力、例えば研修に協力するなど） 

３．HATEKDISの Headは 21 名全員非常勤。資格認定部門は全部で 10 人、秘書１名以外は非常勤

である。非常勤勤務者はすべてボランティア活動であり HATEKDIS から給与は受け取っていな

い。 

４．LSPは HATEKDISの資格認証部門に属している。 

５．資格認定機関の Assessor（判定者）はその都度外部から呼ぶ。非常勤であり給与は支払わず実

費のみ支給する。 

６．HATEKDISは配電のみの認証を行うので、Assessorは大体決まった人である。 

７．HATEKDISは、2007 年に公認資格認定機関として活動をはじめてから、実質的に動き出した。

８．現在、公認資格認定機関として活動をはじめてから約１年になるが、この間に発行した

Certificateは 540 件である。（受験者は 608 名） 

９．HATEKDISが行う資格認定の範囲は以下のとおり。 

（１）配電の試験検査にかかわる資格 

（２）配電設備の据付けにかかわる①据付設備の運転、②設備の保守、③設備の検査 

10．資格認定活動開始後、この１年間は「（２）配電設備の据付けにかかわる③設備の検査」だけ

を実施した。 

資格認定は「電気設備据付国家安全委員会」のスタッフに対して実施した。 

11．試験問題など試験の方法はMEMRの「Competency Standard」によっている。 

12．資格のレベル分けは、 

（１）レベル１：指示を受けて作業できる。 

（２）レベル２：指示を受けずに仕事ができる。 

（３）レベル３：指示を受けずに仕事ができて調整もできる。 

MEMRの Competency Standardはレベル１とレベル２までが記述されていて、レベル３は未整

備である。 
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13．問題点は、一般の産業界には、この資格認定制度がはじまったばかりでもあり、まだよく知ら

れていないことである。 

14．今までのところは会社が従業員の資格認定を要請してくるケースなので、認定費用の負担は所

属会社が負担しており、個人負担ではない。 

15．配電の公認資格認定機関は HATEKDISしかないので、PTPLNのスタッフもここで資格認定す

ることになる。 

16．資格試験は MEMRの中の電力利用庁が作った Competency Standard（技能基準）と MEMR訓

練庁が作った訓練基準を総合して試験を行う。 

17．Competency Standardの各所にしばしばみられる「SOP（Standard of Operation：操作基準）」に

従うことという記述について： 

（１）SOPは資格認定を依頼した会社が持っている SOPのことであり、会社ごとに SOPは異なる

ものである。 

（２）SOPは公開されたものではなくその会社に属している人しか知らない。 

（注）統一的な公開された技術基準に基づく資格認定制度とはいえない部分があるといえる。 

18．電力関係の資格認定制度は、オーストラリアの ANTA（Australia National Training Agency）の

指導で作られた。この指導は 1999年から 2003年まで Indonesia and Australia Partnership Project

で実施されすでに終了した。教育省専門教育育成総局がパートナーであった。 
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⑥ 面談議事録 

日時： 2008 年７月 16 日（火） 13：00～14:45 

相手国機関： HAKIT（ジャカルタにある発電分野資格認定機関）「発電分野」 

場所： HAKIT 

「イ」国側 Mr. Lusmiati（Sekretariat）他４名  

出席者 

 

日本国側 技能資格整備調査団コンサルタント団員：山田、松村 

インドネシア語通訳：須田 

協議内容 

以下のとおり聴取し打ち合わせた。 

１．HAKITは 2002 年設立、2006 年に資格認定機関として公認され、2007 年から活動開始した。 

２．HAKITは発電プラント技能者の訓練と資格認定を行っている。 

３．訓練の例として以下のものがある。 

（１）Assessor養成の研修 

（２）資格認証のための Administrator研修 

（３）発電技術セミナー 

（４）発電マネジメント研修 

４．職員は秘書２名は常駐しているが、その他はすべてボランティアで週に２～３回集まる。全員

他の場所に仕事を持っていて、収入は HAKITから得ていない。PTPLNの退職者でコンサルタン

トの人もいるし、PTPLNの現役もいる。 

５．認証が取れたのは今年で 500 人、発電の OperationとMaintenance分野で半々である。そのほか

は発電の Inspection分野も認証する予定であるがまだ実施していない。 

６．バンドンの資格認定機関は発電と配電の OperationとMaintenanceの技能認定を行っている。 

７．認証のプロセスは以下の対象者によって異なる。このうち①と②を実施中。③は未実施。 

①新入社員（New Entry） 

②経験者 

③他産業での資格保有者 

８．New Entryは Assessorが筆記試験して評価し、訓練過程（OJT）に Assessorが参加して判断す

る。この間約１年を要する。 

９．経験者の場合は職歴を Assessorが判断し Competency Unitと異なっていれば実技試験、筆記試

験を行う。Competency Unitと同じなら資格認定する 

10．資格のレベル分けは 

①レベル１：監督下で仕事ができる。 

②レベル２：監督なしで仕事ができる。 

③レベル３：監督ができる。 

11．認定試験は Assessorが行う。 

12．今の資格認定制度は、オーストラリアの Competency Standard に準拠したものである。その前

まではオランダのものだった。今度は日本のやり方になっても良い。 
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⑦ 面談議事録 

日時： 2008 年 7 月 17 日（木） 10：40～12:00 

相手国機関： インドネシアエネルギー鉱物資源省（MEMR）、教育訓練庁 

場所： MEMR教育訓練庁 

「イ」国側 柿田専門家  

出席者 日本国側 技能資格制度調査団員：山田、松村 

協議内容 

「イ」国の鉱山技能者の Competency Standard整備計画について、鉱山技能者の資格認定制度整

備を支援している柿田専門家から現在の状況を聞いた。 

（１）インドネシア法律による技能者資格制度は、MEMR の教育訓練庁（Energy & Mineral 

Resources Education & Training Agency）が統括する。教育訓練庁は鉱山分野も、電力分野も技

能者資格制度について統括している。 

（２）鉱山技能者の Competency Standard整備の委員会が 2008 年５月に発足し、柿田専門家も委

員になっている。 

（３）柿田専門家は坑内技能者の Competency Standard Unit 整備を支援している。Competency 

Standard Unitの形式は電力分野のものとほぼ同じである。 

（４）鉱山関係の Competency Standard Unitのモデルはオーストラリアの露天堀鉱山のものがある

が、坑内作業については、日本にも「イ」国にもなく、手探りで作業している。 

（５）オーストラリア方式の Competency Standard Unitは業種、作業項目、作業内容が細分化され

ており、さらに９段階の技能レベルに分かれているため、それぞれの Competency Standard Unit

の内容を記述するのは厖大な作業量になる。 

（６）Competency Standard Unitそれぞれがどのように結びつくのか、その全体像の計画はMEMR

の地熱石炭総局の担当であるが、未だできていない。どのような形になるかわからないが、

とりあえず Competency Standard Unit作成に着手した。（電力関係と同じである） 

（７）この方式の Competency Standard Unitは、オーストラリア自身が実際に使っているか不明で

ある。 

（８）すべての産業について資格認定制度が適用されることが法制化されたので、鉱山関係もあ

わてて、どこから手をつけてよいかわからず慌てているようだ。 

（９）このオーストラリア式 Competency Standard Unitを、一般産業の多種多様の業種、職種すべ

てに適用するのは、実際的ではないようである。 
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⑧ 面談議事録 

日時： 2008 年 7 月 18 日（金） 10：00～12:30 

相手国機関： インドネシア国家資格認定庁（BNSP）、 

IATKI（バンドンにある発電・配電分野資格認定機関） 

場所： IATKI 

「イ」国側 BNSP：Dr.Ir.Djoko Darwanto Gitokarsono （Head of Standardization 

Committee） 

IATKI：Dr.Ir.Gibson Sianipar （Chairman of IATKI） 

Mr. Drs. Abdul Munir （Head of Certification Division of Power）他４

名 

技能資格整備調査団コンサルタント団員：山田、松村 

 

出席者 

 

日本国側 

インドネシア語通訳：須田 

国家資格認定庁（BNSP）及び IATKI とインドネシア電力分野の技能資格認定制度の現状につい

て打ち合わせた。 

１．現在のところ BNSPが国として正式に公認した（2008 年４月）電力分野国家公認技能資格認定

機関は IATKIだけである。HAKIT及び HATEKDISはMEMRが認証しただけである。 

２．今後 BNSP が公認した資格認証機関の発行する Certificate でなければ、他国との相互資格認証

は受けられないことになる。 

３．BNSPの Dr.Ir.Djoko Darwanto Gitokarsonoは IATKIの Headであり、IATKIの Dr.Ir.Gibson Sianipar

はバンドン大学の教授である。 

４．IATKIの本部はバンドンにあり、全国 14 箇所の支部を統括している。 

５．資格認定制度はオーストラリアのシステムを導入した。この方式はオーストラリアで実施され

ており資格認定制度としてベストである。 

６．電力分野で 2,052 項目の Competency Standard Unitを完成し、Assessorは 916 名を認定した。 

７．オーストラリアの Competency Standard Unit制度では技能レベルを６段階になっているが現在の

ところ３段階分を制定した。 

８．現状の Competency Standard Unitを使用し、現在までに資格認定を受けた人数は、 

①発電部門（2001～2007）7,648 名 

②配電部門（2001～2006）1,708 名    合計 9,356 名 

（注）HATEKDIS認定（配電 507 名）、HKIT認定（発電 500 名）であるから、IATKI、HATEKDIS、

HAKITの認定者合計は 10,360 名。これに Gema PDKB（スマラン）が加わるので、合計は約 12,000

名か？ 

９．しかし、オーストラリアの制度を導入した当初は気付かなかったが、職種ごとに Competency 

Standard Unit ごとに資格試験するので費用がかかることもわかった。今後は職種ごとに

Competency Standard Unitをいくつかまとめる（クラスターにする）ことを考えている。 

10．また、認定試験は認定を受ける会社ごとに違うし、試験ごとに毎回作らなければならないので

これも費用がかかる。 
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11．認定機関は独立した機関であることが求められているが、現状は認定を受ける会社の現役の人

もメンバーに含まれており、完全な独立にはなっていない。 

12．「全産業の職種、レベルごとに Competency Standard Unitを整備するのは、作るのも大変だし使

うのもこれも大変ではないか？政府の中で Competency Standard Unitを整備しているが実に厖大

な仕事である」の質問に対し、「Competency Standard Unitはそのステークホルダーの省庁が中心

になって作る。試験は Assessorが作るので、特に問題ないと思う」とのこと。 

13．今までにいろいろな産業の 80 のセクターが Competency Standard Unitを整備している。労働大

臣がサインすれば認可される。今後どれだけ必要になるかわからない。 

14．現在重点的に整備するよう指示されているセクターは、ツーリズム、農業、エネルギー、工業、

運輸、ICTなどの 10 セクターである。 

15．Competency Standard Unit を作るとき①Indonesia National Standard、②International Standard、

③Special Standardの３種のスタンダードを適用している。 

16．「Competency Standard Unitはオーストラリアのスタンダードで作られている。その Competency 

Standard Unitが使えないので使えるように教えてくれといわれても、日本はその中身はわからな

い。日本がやるなら日本のシステムでやる。」（調査団） 

17．MEMRが支援してくれといっているのは、全部日本式にやりかえるのではなく、クラスターに

束ねるところをいっているのではないかと思う。（IATKI） 

18．オーストラリア方式はそれなりに一貫性があるはずだ。部分的に手を入れるのは困難と思う。

日本人にはわからない。作り変えるならオーストラリアがやるべきである。（調査団） 

19．基準を日本式にするのは認定されればそれでよい。日本システム導入は Special Caseとして問

題ない。（IATKI） 

20．「Competency Standard Unitを作るのに関係者はパンクしている。大変に苦労しながら満足して

いるとは思えない。」（調査団） 

21．資格制度実施は法律で決まっている。Competency Standard Unitは Stake Holderの利益になるの

だから問題ない。（IATKI） 
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⑨ 面談議事録 

日時： 2008 年 7 月 21 日（月） 11：00～13:30 

相手国機関： GEMA PDKB（スマランにある送電・配電分野資格認定機関） 

場所： GEMA PDKB スマラン 

「イ」国側 Mr. Soeprimo（Chairman）、Mr. Suqiharto（Udiklat Sewang）、 

Ronny Kadir（GEMA PDKB）、Kasyanto（GEMA PDKB）、 

Suhartono（GEMA PDKB） 

 

出席者 

 

日本国側 技能資格整備調査団コンサルタント団員：山田、松村 

協議内容 

GEMA PDKBを訪問し、関係者と面談し活動状況を調査した。以下に面談聴取記録を示す。 

［GEME PDKB］ 

１．スマランは、ジャカルタの東方ジャワ島の中央に位置し人口約 400 万人の都市である。 

２．GEMA PDKBは PTPLNの Training Unit（全部で９箇所）のひとつである Semarang Training Center

に併設している。 

３．PTPLNの従業員（Employee）数は約 52,000 人、そのうち技能者（Technician）数は約 20,000

人。 

技能者の内訳は発電部門約 4,000 人、送電部門約 4,000 人、配電部門約 10,000 人である。 

４．「イ」国の発電部門は、①PTPLN、②Subsidiary Company（Indonesian Power、PJB等数社）、

③IPP（CIKRANG、PAITON等数社、その他地熱発電 10～25社）各社によって運営されている。

５．「イ」国全域の送電、配電部門は PTPLNと少数（５社以下）の Private Sectorが運営している。

６．「イ」国の送電網の電圧は、500kV、150kV、70kV。配電網は 20kV、231/400Vである。 

７．GEMA PDKBは「イ」国全域の送電、配電分野の Live Lineと Off Lineの技能者の Competency 

Certificationを受け持っている。 

８．2004年から 2008年までの GEMA PDKBが発行した Competency Certificateの数は以下のとお

りである。 

 Live Line Off （Non Live） Line 合計 

送電部門 16 3,500 3,516 

配電部門 300 2,200 2,500 

合計 316 5,700 6,016 

 

９．上記送電、配電技能者はほとんど PTPLNの従業員であり、Private Sectorの技能者は 100 人以

下である。 

10．GEMA PDKBの Assessorは 600 人が登録されている。Assessment Teamは大学教授、PTPLN、

他の認証機関の Assessorから構成される。 
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［訓練センター］ 

１．PTPLN の技能訓練センターは全国に９箇所ある（北スマトラ、中央スマトラ、ジャカルタ、

西ジャワ、中央ジャワ、東ジャワ、スラバヤ、スラウェシなどなどにある）。スマラン訓練セ

ンターは中央ジャワにあたる。 

２．スマラン訓練センターの訓練種目は Transmission, Distribution and Instrument Controlの３種目で

ある。 

３．スマラン訓練センターの学生数は約 200 人、PTPLNの新入社員で年齢は約 20 歳、科目によっ

て２週間から６週間の訓練を受ける。全員寄宿舎制である。 

４．送電・配電の屋内および野外訓練設備あり。訓練は座学、室内・野外訓練設備による訓練、

OJTから成る。 

５．トレーナーは約 30 人、半数は PTPLNの現役が派遣される。 

６．スマラン訓練センターは清掃が行き届き非常に整理整頓がよく、学生の動作もキビキビしてお

り、きちんと運営されていると判断される。 
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⑩面談議事録 
日時： 2008年８月４日（月）14：00～ 
相手国機関： インドネシアエネルギー・鉱物資源省（MEMR） 

場所： MEMR 

「イ」国側 Ir. Johnni RH Simanjuntak, Director for Technical & Environmental 

Regulation of Electric Power 

Mr. Arief Indarto, Head of Sub Directorate for Technical Personnel

（MEMR） 

 

出席者 

 

日本国側 JICA調査団：吉田榮、実川幸司、森憲広、山田健二 

協議内容 

・ JICAが技能基準に対する協力をしてくれることに感謝している。 

・ Competency Standards作成の一連の流れ 

 専門家、ステークホルダー、大学関係者からなる専門家フォーラムの設置 → 合意 →

省令案 → 大臣の承認 → 省令発動 

・ これまで、オペレーターの職域であるレベル３までできている。JICAには、スーパーバイザー

の技能基準づくりに係る協力を期待している。この JICAプロジェクトの責任者は、Arief Indarto

氏であり、詳細は彼と話し合って決めてほしい。 

・ スーパーバイザーに関して 

 発電、送電、配電分野のレベル４以上の技術者を意味する。 

 レベル１～３は、限られた分野でオペレートできる人達であり、他の分野との調整ができ

ず、全体をマネージすることはできない。 

 例えば、大きな発電所（600 メガワット×５基クラス）の所長は、スーパーバイザークラ

スである。 

・ 実際の技能基準の法制化は自分たちでやる。JICAに期待するのはそのガイダンスである。中級

以上の Competency Standardsを作るためのガイドラインの作成をお願いしたい。 

・ オーストラリアの RMCSとの関連について 

 国際基準として採用しているものは「イ」国には今のところない。作成した Competency 

Standards はオーストラリアの基準を参考にしているが、「イ」国の専門家が話し合って決

めたものであり、コピーではない。「イ」国の実情に合わせて修正している。 

・ 国家資格認定庁（BNSP）との関連について 

 中級以上のレベルの技能基準を作成する際には、RMCSに固執する必要はない。電力分野

における技術的な基準はMEMRで決めることができ、BNSPではない。 

・ 相互認証について 

 他の ASEAN 諸国との相互認証は将来的にはあり得る。しかし、まだ具体的なところまで

はいっていない。設備や機会に関しては話が進行しているが、人材面ではまだ行われてい

ない。現在、アセアンの技術者は、「イ」国の資格がないと「イ」国では働けない。能力

のレベルがわからないからである。技能基準の相互認証によって、どのくらいのレベルの

人か評価することができる。 
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・ 技能基準の簡略化について 

 今のところ、レベル１～３で 2052の Competency Standard Unitsがある。レベル４以上の基

準を作れば、当然全体の数は増えるが、中級以上の unitの数はだんだんと少なくなってく

るのではないか。 

 日本でのシンプルな制度（電気主任技師など）を「イ」国に移転できるのか、また有益で

あるのか、調整が必要となるかもしれない。例えば、発電所の状況に応じて資格を数種類

にすることもできるし、発電、送電、配電と資格を分けることもできるかもしれない。「イ」

国では、資格の数を少し増やすことも考えたほうがよいかもしれない。 

・ 技術基準について 

 （技能基準を作る際には技術基準とセットにしたほうがよいのではないか。技能基準にま

っすぐ入るから難しくなるという団長の意見に対して）技術基準の重要性は理解できる。

ただ、技術基準作成にあまり大きなウエイトは置かないでほしい。 
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⑪面談議事録 

日時： 2008 年８月５日（火）10：00～ 

相手国機関： インドネシア電力公社（PTPLN） 

場所： PTPLN 

「イ」国側 Mr. Supriadi, Director of Human Resource and General Affair（PTPLN）
出席者 

日本国側 JICA調査団：吉田榮、実川幸司、森憲広、山田健二 

協議内容 

・ PTPLNは、社内の技術基準を持っている。JICAの開発調査で、日本の技術基準を学ぶことがで

きれば有益である。 

・ 現在の Competency Standards、Certification Systemsについて 

 今の Competency Standardsはあまりにも複雑である。どのように区分すべきか、どのよう

にカテゴライズすればよいか大きな課題である。 

 今の資格システムはよく機能していない。標準化しようとしたため、多くのレベルの資格

が必要となった。その結果、資格取得に要する費用が大きくなった。また、資格認証機関

は新しく、数も少ない。資格基準作成の目的は理解できるが、政府もまだはじめたばかり

で試行錯誤している状況である。 

・ PTPLNはすでに６レベルまでの技能基準を作っている。これはマネジメントスキルと技術的ス

キルを組み合わせたものである。 

・ PTPLNは研修センターを保有し、PTPLNに必要なすべての種類（マネジメントと技術の双方）

の研修を行っている。また、受講者は研修センターから資格認証を得ることができる。 

 

BNSP 

Dr. Tjepy F. Alooewie, Msc, Chairman 

Mr. Rachmad Sudjali 

 

・ BNSPは 2004 年に設立。2005 年の大統領令によって、国家資格認定機関としてアサインされた。

・ 2006 年の政府の regulation によって、すべての研修センターは技能基準を持つことが定められ

ている。基準には International Standards、National Standards、Special Standardsがある。Special 

standardsは特定の国のためのもので、もし誰かが台湾に行きたければ、台湾の Special Standards

が必要となる。 

・ Standardsは、dutyと taskに基づいたもので、occupationに基づくものではない。 

・ Qualificationに関しては、大統領令によって、国家資格フレームワークが規定されることになっ

ている。これは良いワーカーのためのもので、９つのレベルから構成されている。レベル１～

６はマネージャークラスも含み、知識、技能、態度の３つの側面から評価される。レベル７～

９はハイレベルなプロフェッショナルの人を想定している。 

・ MEMRは発電、送電等、いくつかの部門ですでに Competency Standardsを作成している。また、

資格標準も持っており、すでに資格認証も行っている。この活動は BNSP が創設される前から

行われているため、JICA調査で提案される基準に対しても、MEMRがその採用を決定すること

ができる。 
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・ 中小企業診断士については、新しい制度であるため、現在、BNSPで技術委員会を作って、資格

認定に関して検討しているところである。 

・ JICA 調査で提案される予定の電気主任技術者などの新しい制度に関しては、International 

Standardsや Special Standardsを用いれば、National Standardsで要求される Competency Standard 

Unitsの作成等は必ずしも行う必要はないだろう。 
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⑫面談議事録 

日時： 2008 年８月５日（火）11：00～ 

相手国機関： 在インドネシア日本大使館 

場所： 在インドネシア日本大使館 

「イ」国側 在インドネシア日本大使館 安楽岡参事官、土屋二等書記官 
出席者 

日本国側 JICA調査団：吉田榮、実川幸司、森憲広、山田健二 

協議内容 

調査団から大使館に対し、MEMR、PTPLNとの打ち合わせ結果を報告、意見交換を行った。 

大使館から S/W案、訪問先等アドバイスをいただいた。 

１．JICAから大使館への報告 

・ PTPLN社内基準がすでに存在しているが、MEMR、PTPLN共、日本が、マネージメントクラ

ス（日本の主任技術者クラス）の資格を提案することに同意している。 

２．大使館意見、アドバイス 

・ 資格について，BNSPの認定が必要ないか BNSPに確認したほうがよい。 

・ MEMR 局長（日本の本省課長クラス）ではなく、総局長に対し本調査目的を説明し、総局長

と S/Wを締結したほうがよい。 

・ 日本企業訪問先として東電設計小林氏（JJC会長）に会い、現状を聞いたほうが実態を把握で

きる。 

・ 資格、基準は、PTPLNの内規をモディファイするような形をとるのがいいのではないか。 

・ 「イ」国は電力の安定供給としてハード整備（発電所新設）にもっとも力が入っている。MEMR

総局長への本調査目的の言い方（関心の引き方）として、設備効率をあげることも安定供給

に重要であり、そのためにはソフトの整備をすすめることが安定供給につながることを強調

したほうがよいと思われる。 
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⑬面談議事録 

日時： 2008 年８月６日（水）14：00～ 

相手国機関： 東電設計ジャカルタ事務所 

場所： 東電設計ジャカルタ事務所 

「イ」国側 東電設計ジャカルタ事務所 小林 advisor 
出席者 

日本国側 JICA調査団：吉田榮、実川幸司、森憲広、山田健二 

協議内容 

「イ」国電力事情、JJC（Jakarta Japan Club）としての電力安定供給に対する活動、資格試験、基

準に対する考えをうかがった。 

 

小林所長から情報提供 

2008 年５月から PTPLN の電力供給不備による断続的に停電が発生しており、JJC 会員企業も生

産設備の稼動停止等も問題に直面している。PTPLNは停電に際し、事前情報を提供してくれないこ

とへの不満があり、停電事前通知と問い合わせ窓口の明確化について、JJCから PTPLNに申し入れ

を行った。 

供給予備力について、35％～40％程度必要だが、2008 年現在 21％。停電は発電所設備不足に加

え、設備の老朽化、出力適切なメンテナンスが不足していることが原因である。近年建設された発

電所でも最大出力が発生しないものもある（中国が建設）。現在建設中の発電所により 2010頃には

40％以上になるが実際操業してみないことには不安は解消されない。 

PTPLNでは、補助金の削減と燃料費高騰のため、発電すればするほど赤字となる。停電による治

安の悪化等の懸念から、一般家庭より産業界の停電が優先されている。 

節電意識については低い。「イ」国の家庭では睡眠中でも家中を明るくしている家庭が多い。 

「イ」国は学歴社会であり、技術者について、大学卒業以上でないと engineerになれない。高卒、

専門学校までは technician。資格制度は確立していない。資格制度定着のためには、資格を持つこと

による地位向上、給料への反映等インセンティブが必要と考えられる。 

資格定着には、学歴との整合等工夫が必要だが、ソフト面（資格、基準整備）の充実は電力の安

定供給に対し有意義と考えられる。 
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⑭面談議事録 

日時： 2008 年８月７日（木）14：00～ 

相手国機関： インドネシアエネルギー・鉱物資源省（MEMR） 

場所： MEMR 

「イ」国側 Mr. Arief Indarto, Head of Sub Directorate for Technical Personnel  

出席者 日本国側 JICA調査団：吉田榮、実川幸司、森憲広、山田健二 

協議内容 

・ 団長 

 今回の JICA開発調査に対して PTPLNは賛成を表明した。また、BNSPによれば、電力に

関する基準、資格制度の作成に関しては、MEMRは BNSPが創設される以前に活動してお

り、MEMRの管轄を認めるということであった。今は、調査団の当初の疑問点はクリアし

ている。今後は、日本側の合意がとれた段階で、インドネシア事務所所長が S/Wにサイン

することになっている。 

・ Mr. Arief 

 M/M案や S/W案の内容に基本的に賛成である。 

 M/M案の修正箇所 

 Main Findingsについて 

 C）however以下は削除してほしい。 

 Main Discussionsについて 

 A）supervisor levelは削除。Supervisor はManagerに含まれるため。 

 Selected fieldsは賛成（generation, transmission and distribution） 

 C）「マネジメントレベルでは RMCSに固執しない」という表現に変える。 

 E）According to a regulation?, を加える 

 H）Involvement of stakeholders including PTPLNの内容にする。 

 タイトルの変更はかまわない。 

 Establishment of Steering Committeeについて 

 最後は The Government of Indonesia facilitates necessary arrangements for SCの表現

にする。 

・ S/W案 

 Objective of the study – supervisorを取る。 

 Qualification systems は certification systemsも含まれることを確認。 

 

15：30 

Ir. Johnnl RH Simanjuntak, Director for Technical & Environmental Regulation of Electric Power 

・ 団長 

 Arief課長との話し合いで、若干の修正をした。課長と合意した内容については、このまま

通用すると思う。しかし、JICA事務所と合意する必要がある。 

 開発調査では、日本の電気主任技術者等の資格制度と技術基準の導入を図ることになる。

日本の制度がそのまま適用できるとは思われないので、「イ」国の実情に合わせた修正が



 －84－ 

入るだろう。調査でなされた提案に対して、開発調査後に法制化を進めていただければ、

東南アジア諸国の中で最も先進的な制度ができるだろう。 

・ 局長 

 基本的にはこの内容は合意できる。 

 総局長はバンコクに行っており、月曜日にならないと帰らないので、本内容について総局

長に事後報告をするということになる。 

 M/M案の内容は合意できるので、今日中でもサインはできる。（JICA事務所との合意も必

要なので明日まで待ってほしい－団長） 

 S/W案について総局長に報告。総局長からサインは貰えるので、総局長の出席を必要とす

るセレモニーは必要ないのではないか。とにかく、月曜日には総局長に報告する。 

 調査団のために、MEMRの一階の部屋を確保する。８人ぐらいのコンサルタントが作業で

きるはずだ。 
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⑮面談議事録 

日時： 2008 年８月７日（木）15：30～ 

相手国機関： インドネシアエネルギー・鉱物資源省（MEMR） 

場所： MEMR 

「イ」国側 Ir. Johnnl RH Simanjuntak, Director for Technical & Environmental 

Regulation of Electric Power 

 

出席者 

日本国側 JICA調査団：吉田榮、実川幸司、森憲広、山田健二 

協議内容 

・ 団長 

 Arief課長との話し合いで、若干の修正をした。課長と合意した内容については、このまま

通用すると思う。しかし、JICA事務所と合意する必要がある。 

 開発調査では、日本の電気主任技術者等の資格制度と技術基準の導入を図ることになる。

日本の制度がそのまま適用できるとは思われないので、「イ」国の実情に合わせた修正が

入るだろう。調査でなされた提案に対して、開発調査後に法制化を進めていただければ、

東南アジア諸国の中で最も先進的な制度ができるだろう。 

・ 局長 

 基本的にはこの内容は合意できる。 

 総局長はバンコクに行っており、月曜日にならないと帰らないので、本内容について総局

長に事後報告をするということになる。 

 M/M案の内容は合意できるので、今日中でもサインはできる。（JICA事務所との合意も必

要なので明日まで待ってほしい－団長） 

 S/W案について総局長に報告。総局長からサインは貰えるので、総局長の出席を必要とす

るセレモニーは必要ないのではないか。とにかく、月曜日には総局長に報告する。 

 調査団のために、MEMRの一階の部屋を確保する。８人ぐらいのコンサルタントが作業で

きるはずだ。 
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